
暴力団に係る相談、暴力団情報の提供について 

（公財）静岡県暴力追放運動推進センター 

第１ 暴力団に係る相談要領について 

１ 受理時間 

平日の午前８時 30 分から午後５時 0 0分までの間 

２ 相談の受理 

相談は、原則当センターにおいて面接により行うものとします。 

あらかじめ日程調整の上、身分を確認できるものと印鑑、関係資料等を持参してく

ださい。ただし、相談者の希望その他の事由により、これにより難いときは、出張に

よる面接、電話及び文書により受理することができますが、必要により来所をお願い

するか、最寄りの警察署への相談をお勧めする場合があります。 

当センターは、日頃から警察、静岡県弁護士会民事介入暴力対策委員会所属の弁護

士（以下「警察等」と言います。）と連携を密にしており、相談の内容によっては、相

談者の意向を確認した上で、警察等への橋渡しをします。 

※ 当センターが募集している「暴力団追放友の会」会員には一部で特例があります。

３ その他 

相談の過程において、暴力団情報の提供を受ける場合は、第２の「暴力団情報の提 

供について」に準じて誓約書を提出していただきます。 

第２ 暴力団情報の提供について 

１ 情報提供の基準 

(1) 条例上の義務履行に資する場合

取引等の相手方が暴力団員、暴力団準構成員、元暴力団員、共生者、暴力団員と

社会的に非難されるべき関係を有する者等（以下「暴力団員等」と言います。）でな

いことを確認するなど条例上の義務を履行するために必要と認められる場合に必要

な範囲で情報を提供します。 

(2) 暴力団による犯罪、暴力的要求行為等による被害の防止又は回復に資する場合

具体的な相談内容を検討し、被害が発生し又は発生するおそれがある場合には、

被害の防止又は回復のために必要な情報提供又はアドバイスをします。 

(3) 暴力団の組織の維持又は拡大への打撃に資する場合

暴力団の組織としての会合等の開催、暴力団事務所の設置、加入の勧誘等の暴力

団の組織の維持又は拡大に係る活動に打撃を与えるために必要な場合に必要な情報

を提供します。 

※上記(1)の補足説明

静岡県暴力団排除条例第 17 条（契約時等における措置）抜粋 

 

 

第 17 条 事業者は、その行う事業に係る取引が暴力団の活動を助長し、又はその運営に資する
こととなるものである疑いがあると認めるときは、当該取引の相手方、当該取引の媒介をす
る者その他の関係者が暴力団員等でないことを確認するよう努めるものとする。 

２ 事業者は、その行う事業に関して書面による契約を締結するときは、当該契約の相手方が
暴力団員等又は暴力団員等がその事業活動を支配するもの（以下この条において「暴力団関
係企業」という｡）でないことを確認するため、当該契約の相手方に対して、契約の書面にお
いて暴力団員等又は暴力団関係企業でない旨を約させる等必要な措置を講ずるよう努めるも
のとする。 

３ 事業者は、その行う事業に関して書面による契約を締結するときは、当該契約の相手方が
暴力団員等又は暴力団関係企業であることが判明した場合は、当該契約を解除することがで
きる旨を定めるよう努めるものとする。 

４ 事業者は、前項に規定する事項を定めた契約の相手方が暴力団員等又は暴力団関係企業で
あることが判明したときは、速やかに、当該契約を解除するよう努めるものとする。 



静岡県暴力団排除条例では、事業者に契約（取り引き）の相手方が暴力団員等でないことを確 

認し、暴力団員等であれば契約（取り引き）を解約できる旨を契約書に盛り込み、速やかに解約

することを求めています。 

これらの体制（「暴排条項」と言います。）が整備されている場合には契約（取り引き）の相手 

方が暴力団員等であることを理由に解約が可能となるため、情報提供が可能となります。 

未だ整備がなされていない事業者の方は、情報提供できない場合があります。 

２ 情報提供の条件 

暴力団情報を提供するには、以下の条件があります。 

(1) 提供に係る情報の悪用防止や目的外利用防止のための仕組みを確立している場合

(2) 提供に係る情報を他の目的に使用しない旨の誓約書を提出している場合

(3) 提供を受けた情報を適正に管理することができると当センターが判断した場合

上記のほか提供する情報が暴力団排除等の公益目的の達成の為に必要であり、か

つ、当センターの情報提供によらなければ当該目的を達成することが困難な場合に 

情報提供を実施します。 

※ 提供を受けた情報を目的以外に利用したり、他人に漏らしたりした場合には、法

により処罰を受けたり、損害賠償責任を負うことがありますので十分留意願います。 

３ 照会要領 

(1) 受理時間

平日の午前８時 30 分から午後５時 0 0分までの間

(2) 誓約書の提出

情報提供を受けるに当たり定められた事項を遵守する旨の誓約書を提出して頂き

ます。 

(3) 照会の受理

ア 相談理由

照会対象者について、情報提供を求めることになった理由。

  (独自に収集したデータで暴力団等反社会的勢力（以下「反社」と言います。）の

疑いが生じた、容姿や言動、風評等から反社の疑いが生じた等の理由を口頭又は

資料でお示し下さい。) 

イ 取引の内容等が分かる資料

契約書、表明確約書、暴排条項の内容が分かる資料の写し等。

ウ 対象者を特定する資料

住所、氏名、生年月日、その他対象者について判明している事項。

エ 相談者の身分確認資料

運転免許証、保険証等を提示していただきます。

(4) 回答方法

当センターが行う情報提供は、全て口頭回答になります。

なお、情報提供は、原則当日中に実施しますが、詳細な調査を要する場合は回答

までに数日かかることがあります。 

※ 当センターが募集している「暴力団追放友の会」会員には一部で特例があります。



４ 情報提供に係る注意事項 

(1) 情報提供できない場合について

情報提供は、相談者が暴力団を排除するのに必要不可欠であるために行うもの
であり、且つ、提供する情報は、正確性を要するものであるため、以下の場合は情

報提供できません。 

ア 相談者に排除意思が認められない場合

取引約款等に暴排条項がなく、排除の実効性が認められない場合や単にデータ

収集等の目的で情報提供を求めていると認められる場合。 

イ 調査不十分の場合

自社での基礎調査が不十分であると認められる場合。

何ら根拠のない相談は受理できません。

ウ 氏名のみの相談の場合

同姓同名や個人の特定が困難で回答できません。対象者の住所、生年月日等の

確認ができるよう資料の準備をお願いします。（相手方から運転免許証等の写しを

徴収する等） 

エ 同姓同名での情報提供依頼の場合

自社データにおいて同姓同名で排除対象者と該当した場合の情報提供依頼は、

新聞報道記事等の当時年齢からの±１歳の範囲は相談受理しますが、年齢が２歳

以上の開きがある場合は、別人と判断されるため照会できません。 

(2) 当センターが提供する情報について

当センターが提供する情報は、暴力団員又はその関係者として過去に新聞等に掲

載された事実に基づいて調査、回答していることから、対象者の現在の暴力団員該

当性を疎明するものではなく、暴排措置を実施する際の参考資料として活用して頂

くものです。 

よって、暴力団員該当性を根拠に訴訟提起又は契約の解除等を行うにあたっては、

警察で一定の要件のもと、対象者の現在の暴力団員該当性についての情報提供に関

する相談を受理していますので、最寄りの警察署に相談して下さい。 

また、当センターでは対象者の犯罪経歴や企業・法人名での照会はできません。 

平成29年９月１日 

（照会先）〒422-8067 静岡市駿河区南町11-1 静銀・中京銀静岡駅南ビル 

公益財団法人静岡県暴力追放運動推進センター 

電話 054-283-8930 




